

































































































が，企業は t期の製品需要，（ t ＋τ）期の製品需要， t期の労働供給を予想し
ながら，その主観的な確率にもとづいて計算される予想利潤を最大化するよう
に製品価格，貨幣賃金，労働需要を決定する。
すると「企業は，各期の期首において，製品の主観的な予想需給比率を正常
製品需給比率g＊に等しくするようにその価格を決定しJ 「労働の主観的な予
想需給比率を正常労働需給比率f勺こ等しくするようにその貨幣賃金を決定す
る」ことになる。そして，「企業の最適な労働雇用は，需要と供給のうちのいず
れか小さいほうの水準によって決定される」ことになる。
予想形成の問題は，外的世界についての知識を如何にして獲得するかの問題
に帰着する。短期的には自分の内部に備えているく主観的モデ、ル〉を不変のも
のとして外界からの情報を処理・解析していると捉えることができる。すなわ
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ち，企業は製品需要・労働供給の動向についてひとつの計量モデルをもってい
て，このモデ、ルの構造形を所与とし，その未知のパラメーターを過去のデー
ターから推定する。ついで、推定されたそデ、ルを用いて，将来の製品需要・労働
供給の予想をたてると想定される。いわば，「企業は，短期の予想形成にかんし
ては，あたかも三流の計量経済学者のように行動している。」（59頁）
以上の独占的競争企業の理論を基礎にして，第3章の不均衡累積過程の理論
が展開される。まず多数の企業がそれぞれ製品市場と労働市場でお互いに競争
している経済（「独占的競争経済」）を想定し，製品需要関数と労働供給関数が
マクロ的立場から構造的に定式化される。そして，製品市場と労働市場の双方
において「市場全体の需給のギャップの大きさと需給にかんする諸企業の予想
誤差の平均値（平均的驚き〉との聞に厳密な一対ーの対応関係が存在するこ
とJ(cf.製品市場の基本方程式・労働市場の基本方程式88頁， 91頁）が示され
る。両市場の需給ギャップがともにゼロの時，経済はくヴィクセル均衡〉にあ
ると呼ばれるがその状態は不安定であることが示される。例えば，ある日突然
総需要が上昇して製品ギャップがプラスになったとしよう。その後，経済はど
う動いていくのであろうか。
「製品ギャップがプラスになる。
→ ヴィクセル経済がヴィクセル的不均衡の状態に陥る
→ すくなくとも一つの（実際は大多数の）企業の需給比率が正常比率を上
回る（＼・「製品市場の基本方程式」〉
→ 企業は需給比率を引き下げるように試みる；自分の製品価格を平均価格
より引き上げる
→ 市場で実現される平均価格は予想された平均価格以上になる
＝平均価格にかんする「驚き」が内生的に生みだされる
→ 企業は平均価格の予想を高めに改訂；自分の製品価格をさらに引き上げ
る …………く累積的価格インフレーション過程〉
：製品ギャップがプラスであるというヴィクセル的不均衡が存在しているか
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ぎり，累積的に進行するインフレーション過程」
というように不均衡累積過程が持続していくことになる。製品市場で発生し
た不均衡は若干のラグを伴って労働市場にも進入し，累積的賃金インフレー
ション過程が続くことになる。マイナスのギャップがあれば，累積的価格・
賃金デフレーション過程が無際限に続くことになる。
こうして，「個々の経済主体による価格の決定の分析を基礎として，ヴィ
クセル的な不均衡累積過程の理論を動学的に再構築することを一応達成した
ことになる。」 (116頁〉
第H部短期のケインズ的不均衡勤学
ヴィクセル経済で、発生するような，ハイパー・インフレーションあるいは恐
慌というような事態は，現実には例外的である。では，一体なにが貨幣経済を
その自己破壊性から救っているのであろうか？ これが第E部の問いである。
著者の答えは労働市場における貨幣賃金の硬直性である。そうであれば，一見
非合理的に見える貨幣賃金の下方硬直性とし、う経験的事実が，貨幣経済にある
種の合理性をあたえるとし、う逆説が成立することになる。
まず第4章では，価格は伸縮的であるが，貨幣賃金が完全に硬直的であると
仮定されたく超ケインズ経済〉を考察する。ヴィクセル経済と異なりこの経済
では，すべての企業が予想均衡となる総予想均衡は，製品市場の需給ギャップ
がゼロであることを必要条件とするが，労働市場の需給ギャップがゼロである
ことを必要としない。また，総生産量および総雇用量は製品市場の総需要と総
供給が均衡する「ケインズ均衡」点に安定的に決まることが示される。なんら
かの理由で、製品にたいする総需要が下落したとしよう。マイナスの製品ギャッ
プが発生し価格の累積的デフレーションが引き起こされる。将来における製品
需要活発度について弱気な予想になり総労働需要が削減され，総雇用は低下す
る。労働市場では需給ギャップがマイナスとなるが賃金が硬直的であるから超
過供給はそのまま放置される。やがて製品の総供給量が減少し，製品ギャップ
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はゼロに向かう。価格のデフレーションは停止し，ふたたび均衡を回復する。
つぎの第5章では貨幣賃金が完全に伸縮的でもなく完全に硬直的でもない
くケインズ経済〉を考察する。第 I部のヴィクセル経済の企業は，毎期，短期
的利潤を最大化する水準に賃金を設定した。この「短期最適賃金」は製品需要
の活発度や労働供給の逼迫度の予想が変わるごとに変動する。ケインズ経済の
企業の賃金設定は次のような「単純な調整ルール」に従って行われると仮定さ
れる。今期の短期最適賃金と前期の賃金との（相対的）講離が一定幅以内にあ
るなら，賃金を変更せず現行賃金を前期の水準に固定する。もしもこの講離が一
定範囲を上回るなら，賃金を切り上げる。またもしこの弟離が一定範囲を下回
るなら，賃金を切り下げる。こうして短期最適賃金と現行賃金との講離は常に
一定の許容範囲内に抑えられることになる。この調整ルールによる賃金は，絶
えず変動する最適賃金に比べると短期的には硬直的であるが，長期平均的には
それを趨勢的に追いかけることになる。この意味で，ケインズ経済の賃金は，
短期的には超ケインズ経済，長期的にはヴィクセル経済の特徴を持っている。
最適賃金が現行賃金から弟離すれば，企業の予想する労働需給比率は正常比
率から講離する。予想労働需給比率と正常比率の（相対的〉議離はその企業が
意図した労働ギャップと言える。労働ギャップが意図した労働ギャッフ。に等し
いときその企業は予想均衡になる。上記の賃金調整ルールのもとでは，各企業
が一定範囲の労働ギャップを意図的に許容していることになるから，マクロ的
な「意図された労働ギャップj も一定範囲である。その範囲を労働市場の「均
衡帯」と呼ぶ。ケインズ経済において，総予想均衡，ケインズ均衡，ヴィクセ
ル均衡の 3つの均衡概念が区別される。総予想均衡は全ての企業が予想均衡に
ある状態である。ケインズ均衡は，製品市場の需給ギャップがゼロであり，労
働市場での労働ギャップが意図された労働ギャッフ。に等しい状態である。ヴィ
クセル均衡とは労働ギャップの値が均衡帯の範囲内にある状態である。
ケインズ経済がヴィクセル均衡にあるなら自動的にケインズ均衡に向かい，
やがて総予想均衡に近づくが，労働ギャップが均衡帯の外にありヴィクセル不
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均衡に陥るとますます労働ギャップは拡大し不均衡は累積的になることが示さ
れる また，ケインズ経済は賃金が硬直的で、均衡帯が大きいほど安定的である
ことが示されている。
第四部 長期のケインズ的不均衡動学
第田部では，賃金の硬直性をもっケインズ経済の長期的振舞いが考察される。
長期においてもインフレーションと失業のトレードオフが存在し，フィリッフ
ス曲線は長期においても右下がりであることを示すことが目的である。
第6章は，ミクロ的な観点から長期における個々の企業の賃金調整が考察さ
れる。ここでしみ長期とは，短期的に固定された賃金調整ルール自体が調整さ
れる期間をさす。第5章のケインズ経済の企業では，主体的不均衡（短期最適
賃金と現行賃金の講離幅）の許容範囲は一定不変とされた。この単純化された
賃金調整ルールが長期的に最適で、ある保証はない。
はじめに，短期最適賃金の変化率の確率分布が与えられると，固定された賃
金調整ルールに従う賃金調整のもとでは，主体的不均衡の確率分布は，時間と
ともに，ひとつの定常分布に収束し（命題61, 247頁），賃金の予想変化率は短
期最適賃金の予想変化率の値に収束する（命題6-2,227頁）ことが示される。
つぎに，長期的に最適な賃金調整ルールを求める問題を定式化する。一方で
は主体的不均衡の許容範囲を大きくとると，賃金より硬直的となり，短期利潤
の損失としての機会費用が大きくなる。他方では，許容範囲を小さくとると，
賃金はより伸縮的となるが賃金変更に要する調整費用が大きくなる。両者のト
レード・オフのあいだに長期的に総費用を最小にする賃金調整ルールが存在す
る。
最適な賃金調整ルールのもとでは，確率的定常状態において，主体的不均衡
の予想値はゼロになる（命題6-3,235頁〉。短期最適賃金変化率の確率分布を具
体的に与え，数値計算により最適ルールを求め，つぎの結果を得る。確率的定常
状態における主体的不均衡の分散は，（ i ）貨幣賃金が上方には完全に伸縮的
???? ? ?
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だが下方には若干の硬直性をもっ場合は，短期最適賃金の予想変化率の｜：舛に
つれて，減少し，（i ）貨幣賃金は上方にも若干硬直的だが下方にたいしヨリ悦
直的である場合は，少なくともそれが大きくプラスの値をとらないかぎり，%~
期最適賃金の予想変化率の上昇によって単調に減少する傾向を示す（命題64, 
240頁〉。
第7章では，長期的な最適賃金調整ルールを各企業が採用しているとき，マ
クロ的にはどのような状態が成立するかを分析する。
2つの仮定を追加する。第lは費用構造や長期予想，それらによって決定さ
れる賃金調整ルールはすべての企業において同一であるとの仮定。第2は，す
べての企業は同時に予想均衡であるとの仮定である。第2の仮定により，主観
的確率と客観的確率が一致し，この点において新古典派経済学あるいは合理的
期待学派と同じ土俵に立つ。
第1の仮定から，ある企業についての主体的不均衡の確率分布は，経済全体
について同一の主体的不均衡にある企業数の相対分布を意味し，第6章のミク
ロ的命題がマクロ的企業間分布についての命題に読みかえ可能となる。
命題6-1を読みかえると，主体的不均衡の企業間分布は，時間とともに，ひと
つの定常分布に収束する（命題7-1,247頁）。この確率的定常状態は，個々の企
業を見れば不規則的に不均衡に投げ出されているが経済全体としての主観的不
均衡の分布は毎期一定であるような「マクロ定常状態」であり，「蚊柱jUこ例え
ることカミできる。
マクロ定常状態において，意図した労働ギャップと実際の労働ギャップは等
しく，その値はゼロである。だが，失業率は正常失業率を主体的不均衡の分散
に比例して上回る。主体的不均衡の分散は，平均賃金インフレ率（＝最適賃金
の予想変化率〉に依存する。賃金が下方硬直性をもっ限りは，平均賃金インフ
レ率が低いほど主体的不均衡分散が拡大して失業率が増大する。かくして，
「長期フィリップス曲線」は右下がりの傾きを持つことになる。
＊ ＊＊ 
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本書に対するこ，三のコメントを述べる前に，あらかじめ評者の資本制経済
を分析する際の立場一一何をもっとも基礎的な経済学の課題と考えるか，どう
いう順序で分析を進めていくか等々一ーを明確にしておきたし、と思う。
資本制経済には生産を社会的に統括する主体が存在せず，生産は個別経済主
体によってく無政府的〉に行われているにすぎない。だが，資本制経済は景気
循環を繰り返しながらも物質的財貨の再生産・生産関係の再生産をまがりなり
にも過去2世紀以上にわたって行ってきている。経済システムとしての資本制
経済がこのように存続しえているのは何故か。一一これがもっとも基本的な経
済学の課題の lつであると考えている。この課題を追究するに際し，まず資本
制経済に絶えず発生する短期的な不均衡・撹乱的な諸要因を捨象した上で資本
制経済が長期・平均的に満足しなければならない，あるいは満足してきたであ
ろう諸条件を明らかにする必要があると考える。その上で，短期的な不均衡要
因が働く状況を設定し，その中で上述の諸条件が短期的には絶えず破られつつ
も長期・平均的には満たされていくメカニズムを現実の資本の論理を基礎にし
ながら，動態的に明らかにしていくというく循環論的課題〉と，資本制経済が
循環運動を貫いてどのようなふるまいを示すか，さらに自らを否定するような
内的要因をどのように生みだしていくのかというく傾向論的課題〉を追究して
いくべきであると考えている。すなわち，経済システムが自らを維持・存続さ
せるメカニズムを明らかにするという観点とそのメカニズムの中に自らを止揚
する内的要因を苧むことを明らかにするとし、う視点とし、う重層的・複眼的なも
のが不可欠であると考えている。
さて，著者の構想する『不均衡動学』は今まで、の経済学を縛っていたく経済
学的思考〉からの解放をめざそうとしているものであるが，マルクスの経済学
も超克されるべき・く経済学的思考〉に囚れた経済学に含めることについては
かなりの異論がでるのではないか。確かにマルクスにも謂われるように生産価
格と市場価格としの対立的概念をもちいてはいるが，市場経済の自己調整作用
が働いているときに達成される状態を「真の」状態と規定するようなことはな
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い。一部のマルクス経済学者は新古典派理論のように市場の自己調整作用を想
定しているが，われわれはそうは考えない。新古典派理論等で「見えざる手｜
に導かれて成立すると想定されているような各市場の需給が均衡する状態は，
謂わば景気循環を貫いて長期・平均的に成立し得るのみであって，いついかな
る一時点をとってみても資本制経済は均衡的な状態にはあり得ない。とすれば
上述した課題を体系的に説こうとしているマルクスの経済学はく経済学的思
考〉なるものに縛られているとはいえないことになろう。
本書において，著者は資本蓄積ないし投資決定の問題を捨象し，総需要の大
きさも外生的に与えられるとしてそれがなんらかの原因によって需給ギャップ
を発生させるように変化すると，その不均衡が累積的に増大していくことを主
張している。そして得られた分析結果と世界大恐慌の歴史的記録との聞に成立
する「類似性はいささか驚くべきものである」（205頁）と述べている。だがわ
れわれにとって，この叙述・評価は実に奇妙なもののように思える。というの
は，理論が想定している時間の次元と歴史的な記録の時間の次元が大きく相違
しているように読めるからである。上述したわれわれの問題の整理の仕方に即
して言えば，著者の理論的時間視野は循環論的課題が設定する時間視野の一部
ということになる。循環の一局面を取り扱っているにすぎないことになろう。
このことは著者自身が十分に認識していることではあるが・・・・・・。
これに関係して言えば，資本制経済においてひとたび発生した不均衡がス
ムーズに均衡化の方向に進むのではなく，逆に不均衡の程度が累積していくと
いう議論をか資本家の特定の蓄積決定態度を基礎にしてか展開する論者を学説
史の中に辿ることができる。著者も当然、知らないはずは無いであろうと思う
が，「マルクスー（ヴィクセル）ーハロッドー置塩」と連なる不均衡累積過程理
論の流れがそれである。この理論の系列については，この著書の中では一言も
触れられていないが，その理由は不分明である。それこそ蓄積をさしあたり捨
象している本書とは関係がないと考えたためで、あろうか。
資本制経済において発生する不均衡が累積性をもつのは，資本家にとって私
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的・独立的に決定される蓄積需要が総需要決定の主要因となっていること，さ
らに言えばそうなっているのは生産が資本制的に行われているからということ
になる。すなわち，不均衡が累積するのは資本制経済だからである。いずれに
しろ本書のように蓄積を捨象してから論ぜ、られる不均衡の累積性のもつ理論的
な意味が素直に理解されないように思われた。
理論の細部・テクニカルな面についての評価はすでに他の書評等（例えば，
有賀〔l〕，林〔2〕等〉で行われていると考えられるので，敢えて否定的・超越的な
コメントを述べてみた。ただし，ハロッド・置塩流の不均衡累積過程論にして
も簡単なマクロモデルによって展開されているにすぎず，そのミクロ的な基礎
付けは未だ不十分であると考えられる。そういった点からみて，著者が本書で
展開しているようなミクロ的基礎付けの方法は一つの示唆を与えるものであり，
著者のオリジナルな着想については大いに学ぶべき点があるように思える。ま
た，近いうちに資本家の蓄積を考慮した「不均衡動学の残りのもう半分を」完
成され，われわれの前に提示されることを期待したし、と思う。
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